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論文要旨

　日本の都市には、多くの既成市街地が存在しており、これらの既成市街地には老朽化した木造建築物等が過密に集積していることから、住環境や防災の面からも多くの問題が存在している。特に、東京23区内における木造賃貸住宅の密集地区は約7,000haと23区内の面積の1割強を占めており、各都市では、住環境の改善や防災機能の向上を目的とした既成市街地整備への取り組みが行われている。具体的な取り組みとしては、面的な整備を目的とした土地区画整理事業（昭和二十九年五月二十日法律第百十九号）や、都市再開発法（昭和四十四年六月三日法律第三十八号）に基づく市街地再開発事業による立体的な整備等が進められている。既成市街地では、既に多くの人々が生活を営んでいることなどから、人々の生活空間を確保した事業展開が望まれているので、本論文では市街地再開発事業を焦点に研究を進めた。

　市街地再開発事業が望まれる既成市街地では、住環境や防災機能の改善が必要とされる地域で、人命を守るという点からも、一日でも早い事業の実現が求められている。

　この様な市街地再開発事業を実施するには2つの方法（第一種、第二種）があるが、第一種市街地再開発事業を取り上げ、なかでも権利者から構成される組合施行の再開発事業について着目した。

　第一種市街地再開発事業は、施行者（組合）がデベロッパー等の力を借りて事業を推進する部分も大きく、デベロッパーはより多くの利潤獲得を目的とすることから、社会情勢の変化に即したスピーディーな事業展開を求めているが、市街地再開発事業の事業期間は様々な要因（権利者の合意形成や都市計画決定によって長期化している。事業期間が長期化することは、市街地再開発事業の完成に伴って供給される床価格が本来の価格（事業期間が長期化しない場合）よりも上昇していることを意味し、床の売却が困難となり、事業の確実性が厳しくなると想定される。

　事業期間の時間リスクを小さくできれば、新しく建設される再開発ビルの床価格を抑え、床の供給量を増やす効果があるので、大都市のみならず地方都市の場合でも市街地再開発事業が促進され、同時に住環境や防災機能の整備・改善にも大きく貢献するものと考えられる。

　本論文は、市街地再開発事業の事業期間について実証分析を試み、分析結果から市街地再開発事業の経験数が事業期間を短くしている傾向を把握することができた。

　また、実証分析から、推計事業期間と実事業期間の残差を効率群と非効率群に分類し、両群から市町村都市計画審議会の運営方法の違いを検出し、より効率的な市町村都市計画審議会の運用について考察を行った。













